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ミャンマーの通貨危機
西 洋 信 書
は じ め に
自国通貨の対 ドル価値の暴落をもって通貨危機 と捉えるならば,ミャンマーの通貨危機は
1988年9月の軍政の登場とともに生 じたと言ってよい.その点からすると,ミャンマーのそ
れは1997年7月のアジア通貨危機よりもはるか以前に生じていたわけである｡もちろんアジ
ア通貨危機は脆弱なミャンマー経済を直撃 し,大きな負の影響を与えたことは事実であるが,
上述のようにミャンマーにおける通貨危機そのものはそれより前から進行 しており,むしろ
アジア通貨危機によって事態が一層悪化させられたというべきであろう.ミャンマーでは社
会主義時代から為替の公定レー トと市場レー トの乗離がみられたが,両者の帝雛が急速に開
き始めたのは軍政が市場経済に踏み出してからのことであるoミャンマーではブレト
ン-ウッズ体制の崩壊後,チャットをSDR(SpecialDrawingRights)にペッグする通貨制
度をとり,1977年以降今日に至るまで1SDR-8.5085チャットのレー トを維持 してきた｡し
かし,1970年代に早 くも公定レー トと市場 (ヤミ)レー トの乗離がみられ,1980年代を通じ
て両者は大体5倍から7倍程度の開きがあった (公定レー トはチャットを市場レー トよりも
常に過大に評価 していた)｡もちろん,二重のレー トが存在 し,しかも大きな開きが恒常化し
ていたこと自体決 して正常なこととはいえない｡その意味では通貨問題は社会主義時代から
存在 していたと言える｡しかし, 危`機"というべき状況は軍政下の政治経済情勢と密接に結
びついて生じたといってよいだろう｡事実,チャットの対 ドル価値が大きく下落したのは,
軍が民主化運動を弾圧 して権力を掌握 した1988年以降のことである｡本稿はミャンマーの通
貨危機の原因,影響および対策について検討を加えたものである｡
1 ミャンマーの通貨危機の本質
1988年9月に軍が権力を掌握 してからのチャットの下落の程度は過去の比ではなく,まさ
に危機と呼ぶに相応しい状況になっている｡ミャンマーの通貨危機は軍政の登場とともに始
まったといってよい｡その動きを概観 しておこう(第1図参月別｡1988年当時 1ドル-45チャッ
ト程度であった市場レートはそれ以降1990年代初豆酎こかけて急落し,1991年には122チャット
にまで下落した｡わずか3年で両者の開きは20倍近 くまで拡大 したのである｡この時期は民
主化運動弾圧や人権抑圧に対する内外からの批判が高まり,軍政はまさに四面楚歌の状況に
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第1図 チャットの対 ドル価値
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Democracy,p.77および筆者の調査による
おかれた｡当時,チャットが大きく下げたのは,経済事情のみならず,政治状況も反映して
いることを示唆している｡その後,国内政局の小康状態の回復と経済の活性化の影響を受け
て,チャットは下げ止まり,短期4カ年計画の終わる1995/96年までは110-120チャット台で
推移していた｡しかし,1996年の後半頃から経済状態の悪化とともに,チャットは再びじり
じりと下がりはじめ,アジア通貨危機直前の1997年6月頃は160から170チャット台の水準に
達していた｡そして,タイ･バーツの変動相場制移行に端を発して生じたアジア通貨危機は
やがてミャンマーにも波及し,チャットの下落を加速させ,その年の12月には340チャットに
まで低下した｡まさに半年の間にチャットの価値は半減したのである｡そして,公定レート
と市場レートの開きは50倍程度にまで拡大した｡その後,1ドルは300チャット前後で推移
している｡つまり,ミャンマーの通貨危機は1988年以降の不安定な政治情勢と軍政の政策転
換と密接に結びついて生じたとみてよく,もはや慢性化した状態にあるといってよいであろ
う｡
このようにミャンマーの通貨危機は複雑な政治情勢および不安定な経済状況を反映したも
ので,タイでみられたような過剰な外資流入やバブルの崩壊を原因とはしていない｡とりわ
け,チャットの急落に直接的な影響を与えた要因として,①欧米諸国による経済制裁,②急
激なインフレの進行,および③ ドル不足の三点を指摘しておこう｡軍政の民主化運動弾圧に
対してとられた欧米諸国による経済制裁は,経済の実体面にも大きな影響を与えている｡も
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ちろん,チャットの下落は経済的要因も大きく影響していることはいうまでもない｡とりわ
け,下落の直接的な要因となっているはインフレの高進とドル不足であるが,それらは不良
な経済ファンダメンタルズ (基礎条件)と密接な関係がある｡巨額の財政赤字,放漫な財政
金融政策,恒常化した貿易赤字,高い失業率,深刻なドル不足,一向に減らない対外債務な
どマクロ経済指標はきわめて不健全である｡経済成長をみると,軍政発足当初,マイナス成
長になるなどきわめて厳しい状況に置かれていたが,1990年代初頭頃より経済は好転し,短
期4カ年計画 (1992/93-1996/97年)の年平均成長率は目標を超過達成した｡軍政下におい
て,ミャンマー経済が唯一改善をみせた時期であった｡しかし,短期5カ年計画期間 (1996/
97-2001/02年)に入って再び低迷している｡以下,三つの要因を順にみていこう｡
2 民主化運動抑圧と経済制裁
ミャンマーの通貨危機は,経済状況のみならず軍政下の政治,社会状況をも明確に反映 し
ているものとみるべきであろう｡まず,経済の実体面にも暗い影を落としている政治状況を
概観しておこう｡1988年9月,軍が武力で民主化運動を鎮圧して権力を掌握 したことに対し
欧米諸国は一斉に反発し,援助停止措置をとるなどして経済制裁を発動した｡とりわけ,開
放政策に転じたミャンマーにとって欧米諸国を中心とする経済制裁は,同政策を無効化する
ものであった｡外国投資法が制定 (1988年11月)されたにも関わらず,外国企業の進出は低
調であった｡また,ミャンマーに対する最大の援助供与国であった日本が欧米諸国と歩調を
合わせたことも軍政にとっては大きな痛手であった｡日本の援助の停止は,日系企業の進出
にもブレーキとなったo
他方,軍政は国民に経済の再建と総選挙の実施を公約し,国際社会の批判をかわそうとし
た｡もともと,軍政は治安回復を第一の目的とする暫定的な政権とみなされていた｡軍政の
公約により多数の政党が結成された｡アウンサンス-チ-女史らは国民民主連盟 (National
LeagueforDemocracy:NLD)を,また軍政側はビルマ社会主義計画党を前身とする国民統
一党 (NationalUnityParty:NUP)をそれぞれ結成し,選挙戦に臨んだO軍は選挙期間中の
1989年 7月にティンウ-NLD委員長を逮捕 し,ス-チ-女史に対 しては自宅軟禁措置を
とった｡総選挙は1990年5月に実施され,NLDがNUPを大差で破り,地滑り的勝利を収め
た｡しかし,権力委譲した場合,国民の反軍感情が一挙に高まることを恐れた軍は,まず憲
法制定の必要があるとしてNLDへの権力委譲を拒否したのである｡政権委譲の拒否は,それ
以降の不安定な政治状況をもたらす根本的な要因となった｡
こうした民主派に対する抑圧的な対応は国際世論の一層の批判を引き起こし,経済制裁の
継続ないしは強化の措置がとられることになる｡実際,軍側のこうした反民主的な対応に反
発して欧米諸国においては軍政に対する批判の一層の高まりをみせ,その矛先はミャンマー
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に進出している企業にも向けられた｡アメ1)カでは進出企業の製品不買運動が起き,また,
1
地方自治体にも公共事業からこうした企業を閉め出すなどの動きがでてきたOさらに,アメ
リカは1997年4月には,アメリカ企業のミャンマーへの新規投資を禁止し,またEUは特恵関
税を停止する措置をとった｡他方,日本は欧米諸国と歩調を合わせながらも極端な孤立化政
策は望ましくないとの立場から建設的に関与 (constructiveengagement)するアプローチを
とってきた｡国民会議で憲法制定作業が開始されたのは1993年1月のことであるが,7年近
くたつ現在においても憲法草案すら完成をみていない｡この間,軍政はス-チ-女史をはじ
めとするNLD幹部や党員を自宅軟禁や逮捕･拘禁し,民主化勢力の弾圧を強化してきた｡確
かに,ここ数年は一応の安定と平静を取り戻していることは事実であるが,それも強圧的な
政府の対応によってもたらされたものであることは否定できないであろう｡懸案の政治的課
題が何一つ解決されたわけではなく,そのことがチャットの不安定要因になっている｡
3 インフレと財政赤字
軍政発足以降,諸物価が急速に上がり始め,年々,20%台から30%台のインフレが続いて
いる｡それ以前は,大体,一桁のインフレ率で収まっていた｡唯一の例外は,1970年代の半
第2図 ヤンゴン市の消費者物価指数の動向
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(出所)StatistlCalYearbook1997およびSelectedMonthlyEconomlCIndlCatOrS.Jam.-Feb1999よりo
なお1987年以降は年は財政年を表わすo
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ばの時期である｡この時のインフレは石油危機と干魅によって生じたもので,2-3年で収
束した｡その意味でこれほどの持続的な物価上昇は,軍政下の新しい現象といってよいであ
ろう (第2図参照)｡ヤンゴン消費者物価指数の動きをみると,1986年-100とすると,1991/
2
92年に301.8,1994/95年に603.7,1996/97年に1182.1-とそれぞれ跳ね上がっている｡上で
みたように,この間チャットは大幅に減価しているが,それはインフレの進行と密接な関連
をもっていることはいうまでもないことであろう｡しかし,なぜこのようなインフレが生じ
ているのであろうか｡より根元的な問題はインフレの原因である｡これには放漫な財政金融
政策が関係している｡政府財政と国有企業財政より構成される国家財政の赤字の状況は第1
表および第2表に示すとおりである (ここでは開発委員会財政は金額が小さいため無視して
いる)｡これらの表に示すように,軍政になってから毎年,政府財政および国有企業財政はと
もに赤字であり,したがって国家財政は大きな赤字を計上している｡
政府財政の赤字
第1表 政府財政 (単位 :億チャット)
1994/95 1995/96 1996/97 1997/98
1 歳入 319.1 393.0 545.8 715.0
税収 201.0 226.4 313.6 388.5
国有企業納付金 81.9 105.1 116.4 254.5
その他 36.1 61.5 65.8 72.1
2 経常支出 277.3 328.9 370.1 479.7
3 外国借款等 5.8 7.tL 4.2 7.7
4 金融勘定 -3.4 -5.i -2.6 3.7
5 投資額 201.4 318.2 429.2 447.6
6 財政収支 157.3 -251.6 -251.9 -208.3
(出所)amyo:da:simankelnhnlnSi:pwa:ye:phunphyo:to:themuun】1:thana,1997-98bandaye:si:pwa:ye:
lhumuye:acheanemya:(国民計画経済発展省,『197-98年財政 ･経済 ･社会状況報告書』)p.241
第2表 国有企業財政 (単位 :億チャット)
1994/95 1995/96 1996/97 1997/98
1 収入 725.1 872.2 1086.1 2131.5
経常収入 722.0 871.9 1085.6 2131.0
その他 1.2 0.4 0.5 1. 0
2 経常支出 805.8 916.2 1199.4 2374.4
3 外国借入れ等 6.5 6.4 3.5 13.1
4 金融勘定 -4.8 -7,0 -12.3 -10.9
5 投資額 56.4 92.1 143.5 204.5
(出所)第 1表に同じ｡pp.241-242
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まず,政府財政の赤字からみていこう｡赤字額は1987/88年の1億9860万チャットから1996/
3
97年には251億8540万チャットへ大きく膨らんでいる｡社会主義時代も政府財政は赤字で
あったが,それほど大きな額ではなかった｡このように大きな赤字を計上するに至った理由
は,もちろん歳入基盤が小さいという事情があるが,軍政になって財政支出を大幅に増やし
たという事情がある｡とりわけ,軍事支出と資本支出の伸びが突出している｡軍政になって
から国軍の員数は18万人から30万人へと大幅に増員された｡いうまでもなく低下した革の支
配統治能力の回復･強化のための増強であろう｡ミャマウン (MyaMaung)は,この軍事支
出の伸びこそ財政赤字の根元的な理由とみている｡彼の指摘によれば,1990年から1995年の
累積財政赤字額は890億チャットに上るが,その63%は軍事支出の増加によって説明され,ま
た,1990年代の政府支出の少なく見積もっても40%は軍事支出によって占められているとい
4
う｡そして,それらの資金は兵員の給与や武器購入,基地増強に充てられている｡
政府の財政赤字第二の要因は,資本支出 (政府投資)の伸びである｡1988年の反政府民主
化運動は軍政に経済の重要性を十分に認識さすことになった｡実際,その底流にはうち続く
経済不振があったことは間違いない｡軍政は権力奪取後ただちにビルマ式社会主義を放棄し
て市場経済-の転換を打ち出すが,それには経済再建によって国民の信頼回復の意図が込め
られていたことはいうまでもない｡軍がそのためにまず取 り組んだのは,インフラの整備で
あった｡社会主義時代の無為無策によってインフラ整備は著しく遅れており,それは市場経
済化の大きな障害となっていた｡軍政がとりわけ力を入れたのは,道路,鉄道,港湾,空港,
檎,電話などの運輸 ･通信および電力などであった｡そして,それらの整備のために膨大な
財政資金が投入されたのである｡資本支出は1987/88年から1996/97年の間に17.3倍に激増し
たが,経常収入はこの間6.4倍になっただけであった｡こうした資本支出の突出した伸びが,
大幅な赤字を招来した歳出側のもう一つの要因であったo
もちろん,財政赤字を歳出側だけの要因だけで説明するのは片手落ちである｡歳入側にも
大きな問題がある｡歳入構造の特徴として次の3点を指摘できる｡まず第一に,歳入規模そ
のものが小さいということであるO 歳入 (税収および税外収入)のGDPに占める割合は7%
に過ぎず,先発のアセアン諸国すなわちフィリピン,タイ,マレーシア,インドネシアなど
が軒並み20%を超えているのと好対照をなしている｡第二に,歳入の過半を国有企業からの
税金および納付金に頼っているといる点である｡現在50を超える国有企業があるが,国有企
業全体として大きな赤字を出しており,歳入の過半を国有企業に頼るのは問題がある｡第三
に,最大の農業部門からの明示的な税収はきわめて少ないという点である｡供出制度が実質
上の課税システムになっているが,市場経済に相応しいものに変える必要があろう｡
国有企業の赤字
国家財政の赤字を膨らませているもう一つの要因は,国有企業の赤字である｡国有企業は
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GDPの22-24%を産み出し,現在においてもミャンマー経済に重要な役割を果たしている｡
しかしながら,第2表に占めすように,ここ数年,国有企業は毎年巨額の赤字を計上してお
り,それのGDPに対する割合は4%強に達している｡国有企業の赤字が国家財政の負担と
なっているのは,1990年の国家基金勘定 (StateFundAccount:SFA)の導入により国家財
政の一部に組み込まれたためである｡それまで国有企業は独立採算制をとり,必要な資金は
ミャンマー経済銀行 (MyanmarEconomicBank:MEI∋)から借 り入れていた｡つまり,国
有企業の債務は政府ではなく銀行に負っていたのである｡しかし,軍政は個々の企業努力に
よる再建をあきらめ,国有企業を国家機構の中に組み込み,政府主導下での再建の道を選ん
だのである｡
国有企業に関しては公表された資料が少ないため,各国有企業の経営実績を知ることは困
難であるが,業績にばらつきはあるにしても全体としては大きな赤字に陥っていることは上
で指摘 したとおりである｡赤字の一つの重要な原因は,やはり売り上げが伸びていないこと
が上げられよう｡国有企業の売り上げを示す数字は公表されていないが,それがかなりの部
分を占めているとみられる経常収入についてみると1987/88年から1996/97年までの間に6.7
倍に増加したが,この間,物価は7倍になっており,実質的に売り上げはほとんど伸びてい
5
ない｡他方,経常収入の大部分は経常支出に費消され,そのため投資資金は外部から調達さ
れることになる｡第2表に示すように,ここ数年は経常支出は常に経常収入を上回っている｡
SFAが導入されるまでは,上で指摘したように投資資金はミャンマー経済銀行から借 り入れ
たわけだが,同制度の導入により政府の財政補填に切 り替えられた｡もちろん,企業が投資
資金を借り入れることは決して不健全なことではない｡要は,借入金をきちんと返済できる
だけの堅実な経営を行っているかどうかである｡
毎年巨額の赤字を出す国有企業をどうするかは,健全なマクロ経済政策を運営するにも避
けて通れない問題である｡軍政が今進めようとする改革は,国有企業の民営化である｡軍政
は1995年民営化委員会および評価査定委員会を発足させ,この間題に本格的に取 り組み始め
た｡1998年からは各国有企業の傘下にある1760の工場や事業所を順次,民営化する方針を打
ち出している｡しかし,これまで民営化されたのは映画館や縫製工場など166に過ぎず,目
6
標の1割程度に止まっているO民営化の方法としては,これまでのところ入札にかけて売却
する方式や合弁企業を設立して分離 ･民営化する方法などが採られている｡
4 ド ル 不 足
ミャンマー経済のアキレス臆はドル不足であろう｡ ドル不足はチャットの下落に直接関
わっているのみならず,輸入能力,対外債務の返済,国有企業の稼働率などミャンマー経済
にさまざまな陰を落としている｡ ドル不足をもたらしている第一の要因は,慢性的な貿易赤
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字である｡もちろん,援助資金や外国投資が細っていることもこの間題を深刻化させている
ことは確かである｡しかし,より根本的な要因は外貨を稼ぐべき有力な輸出品を欠いている
ことが大きく影響している｡ミャンマーの輸出は長年米や木材などの一次産品に頼ってきた
が,現在もその構造に大きな変わりはないo四半世紀にわたる社会主義時代,貿易は一貫し
て低迷を続け,経済発展の足かせとなっていた｡1988年に軍が権力を奪取してから直ちに開
放政策に転じたのも貿易振興の狙いが込められていたことはいうまでもない｡
貿易収支の赤字
しかしながら,軍政になってからも輸出が大きく伸び始めた兆候はみられない｡もっとも
重要な輸出品であった米は,20万 トンから30万 トン程度で低迷している｡輸出入に関しては
その取 り扱いを民間業者にも開放して自由化を推 し進めたが,米をはじめとして主要輸出品
については未だに強い国家統制があり,そのことが輸出低迷の原因となっている｡また,莱
生産が伸び悩む中で,1960年代初頭以降人口が2倍以上に増えており,輸出余力が低下した
ことも影響しているといえよう｡大々的に荒蕪地が開墾されない限り,米輸出が大きく伸び
る可能性は小さいOもう一つの主要輸出品である木材も有力な外貨獲得源とするには大きな
問題がある｡いうまでもなく森林の過剰伐採が環境に患い影響を与えており,政府も丸太で
の輸出を禁止するなどの規制に乗り出しているからである｡現実にチーク材の輸出額はここ
数年連続して減少している｡したがって,木材についても現状を大きく上回る輸出は無理で
あろう｡このようにかつての二大産品の輸出が伸び悩む中で,豆 (マッペ,ペデイセインな
ど)などの農産物や水産物などが主要輸出品になりつつある｡また,ヤダナやヤタゴンで有
力な海底ガス田が発見されたこともあり天然ガスの輸出が期待されている｡
しかし,輸出を大きく伸ばしたアセアン諸国の例をみると,発展の初期には確かに一次産
品が輸 出に重要な役割 を果た したが,それ以降む しろ輸 出増に貢献 したのは製品
(manufacturedgoods)であった｡ミャンマーは天然資源に恵まれ,また,労働力も豊富な
ところから加工品や製品の輸出ポテンシャリティーは高いと見なされている｡しかし,それ
らの資源を有効に組み合わせて生産する主体すなわち企業が十分に育っていないことがネッ
クになっている｡企業がなければ比較優位も現実のものとはならない｡
このように輸出が伸び悩む中で,他方,輸入は大きく伸びている｡開放政策-の転換は,
まず輸入を大きく伸ばす方向に作用した｡長年の閉鎖政策で抑圧されていた需要が一気に輸
入に向かったとみることができる｡とりわけ消費財輸入が増えたことが特徴である｡社会主
義時代,消費財輸入は全体の輸入の一桁に過ぎなかったが,現在は総輸入額の3分の1程度
を占めるに至っている｡また,市場経済への転換によって企業設立の意欲が高まり,これが
資本財や原材料輸入を刺激した｡その結果,貿易収支は恒常的に赤字であり,しかもその幅
は年々拡大しつつある｡このような巨額の貿易赤字はマクロ経済の健全性を失わせ,チャッ
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トの下落を招来している｡
ドル規制
前述のように,軍は経済を活性化するため開放政策に転じた｡貿易は国家独占されており,
輸出入はもっぱら国有企業によっておこなわれていたが,外国貿易を民間業者に開放すると
ともに,外国投資法を制定して外国民間資本の誘致に乗り出した｡しかし,貿易業の民間開
放はいちじるしく輸入を増大させ,むしろドル不足をより深刻にさせた｡そのため,政府は
民間保有 ドルを強制的に公是レートでチャットに変換することを要求するなどドル保有に関
しては厳しい規制を継続した｡もちろん,チャットを過大に評価した公是レートによるチャッ
ト-の交換は,民間業者にきわめて不評で,軍政も緩和措置をとらざるをえなくなり,結局,
外貨の一定割合を強制的にチャットに交換する規制は撤廃されたOしかしながら,現在もな
お原則としてミャンマーの人々は銀行からドルキャッシュを引き降ろすことは認められてお
らず,強い規制が残っている｡また,政府はドルで収入をえている企業や個人に対して,公
共料金や税金をドルで支払うよう求めた｡そして,チャットの減価は人々の ドル選好をます
ます強めることになった｡ミャマウンはこうした現象を "ドル化"(dolarization)と呼んで
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いる｡
なお最後に,1993年2月に発行された外国為替認証(ForeignExchangeCertificate:FEC)
について触れておかねばならない｡これはもともとは外国旅行者の便宜を図るものとして導
入されたものであるが,いまやFECはドルを代用する手段としてビジネスめ世界でも広 く
使用されるようになっている｡1FECは1ドルと等価とされ ドルの代用証券として流通して
いるが, ドルとの相違点は, ドルはあくまで公是レートの交換を義務づけられているのに対
し,FECに関しては事実上市場レートでの交換が容認されている点である｡FECの重要な点
は,要するにFECを媒介として ドルは市場レートと交換する道が開かれたところにある｡
FECはドルの代用証券と社会に流通しているのであるが,その本質的な役割はドルの防衛で
あったといえよう｡
5 むすぴ- 通貨危機の克服-
現在の通貨危機に対応するためには政治状況の改善および経済構造の抜本的な改造が必要
である｡前者に関しては,ここ数年平静に推移していることは間違いないが,力で抑えた安
定であることは否定できない｡ただし,国内では軍政とNLD側との対立が依然続いている
し,時折,絶望的になった一部の反政府活動家による冒険主義的な動き (1999年10月におけ
るタイのミャンマー大使館占拠事件)がみられるが,国内の民主派が抑え込まれているのは
間違いない｡現軍政は本来,治安維持と総選挙の実施を目的とする暫定的政権のはずであっ
たが,いまや憲法作りにみられるように着々と次期の体制固めをおこなっている｡ス-チ-
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女史は1990年の総選挙結果に基づいて国会を召集することを要求しているのに対し,軍政は
もはや総選挙は無効であるとしている｡両者の主張の隔たりは大きく妥協の余地は小さい｡
しかし,民主化の実現および民政-の移管が,依然,最大の政治課題であることは確かであ
る｡このように,ミャンマーは一応落ち着きを取 り戻してはいるが,懸案となっている1990
年総選挙結果の取り扱い,憲法制定,権力委譲など重要な政治問題は何一つ解決されておら
ず,不安定要素は取り除かれたわけではない｡チャットの暴落はこのような政治情勢を鋭敏
に反映しており,軍政に対する不信の現れと受け止めておくべきであろう｡
次に経済的課題に触れて＼おこう｡チャットの下落をくい止めるためには何よりもまず財政
の健全化が不可避である｡先に明らかにしたように,巨額の財政赤字がインフレの元凶になっ
ているからである｡国家財政の赤字は政府財政の赤字と国有企業財政の赤字から生じている｡
最近はむしろ後者の赤字が前者のそれを上回っている｡ここからしても国有企業改革の重要
性が理解されよう｡国有企業財政の赤字が国の大きな負担となっているのは国家基金勘定の
導入による｡この制度変革によって,個々の国有企業の赤字がミャンマー経済銀行ではなく
国家の財政負担とされたのである｡軍政は財政負担を減らすために,国有企業の大半を民営
化する方針を打ち出している｡現在までのところ,倒産や閉鎖などの荒っぽい措置はとらず,
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国有企業の払い下げや合弁企業設立などの方法で民営化を進めようとしている｡しかしなが
ら,民営化が必ずしも順調に進んでいるわけでないことは先に指摘 したとおりである｡その
理由として次のようなものが考えられる｡まず,民営化の対象となっている企業が経済的,
経営的にみて魅力が乏しいことが上げられよう｡国有企業の多くは余剰人員を数多く抱え,
設備も老朽化している｡赤字を垂れ流しているような企業の引き受け手がないのは明らかで
あろう｡その意味で,国有企業の民営化の前提となるのは抜本的な経営の建て直しである｡
その課題は一部の国有企業を除いて,大半は手つかずである｡このように経営改革が進まな
いのは,各国有企業の財政が統合されたために,個々の企業の経営努力を促すインセンテイ
ヴが働かなくなったことも原因していよう｡
また,合弁企業設立の場合,国有企業の受け皿となるべき内外のパートナー企業が必ずし
も多くないという事情がある｡国内の場合,まだ受け皿になるような企業が育っていない｡
ミャンマー･エコノミック･ホールディング社はそうした目的で設立されたものである｡1995/
96年現在,合弁企業の設立数は98を数えるのみである｡外国企業がパートナーになる場合,
経済制裁の影響を無視できない｡現在主たるパートナーとなっているのは,香港,韓国,シ
ンガポール,タイ,マレーシアなどの企業である｡前述のように,アメリカ企業の場合,新
規投資は禁止されているO日本企業も進出には慎重な姿勢を崩していない｡そのほか,将来
的には国有企業が株式を発行してそれを一般大衆に保有してもらう方法も検討されている｡
そのためにミャンマー経済銀行と日本の証券系研究所とによって設立された合弁企業によっ
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て,証券市場の育成が進められている｡しかしながら,株式を証券市場を通じて売り出すに
しても順調に市場で消化されるかどうかはあくまで個々の企業の業績による｡つまり,証券
市場を通じて民営化するにしても,その前提は経営再建である｡
財政健全化のもう一つの課題は,政府財政の立て直しである｡現在の政府財政の赤字は小
さい財政基盤にもかかわらず,過大な財政支出を行っているところに原因がある｡現実に歳
入の伸びを大きく上回る歳出が続いている｡まず,歳出についてみると先に示したように突
出した伸びを示しているのが軍事費と資本支出である｡後者については,社会主義時代の無
為無策のつけが回ってきたわけでインフラ整備に多くの資金をつぎ込まねばならない｡さも
なければ市場経済も順調に進まない｡しかし,軍事費についてはこの時期に兵員の大幅増や
兵器の購入などのために巨額の財政資金を投入するのは問題がある｡むしろ,民主化や少数
民族との和平を進めるべきであろう｡また,公共投資 (政府投資十国有企業投資)の第一位
の投資先が軍事 (防衛)産業となっているが,よりニーズの高い電力産業や人材育成などに
切 り替えていく必要がある｡
次に歳入の側からみてみると,主要な財源は税収と国有企業の納付金であるが,改革すべ
き課題として,①民間企業への課税,②農業部門からの税収,および③国有企業納付金の改
辛,など三点を上げておこう｡税制改革としては1990年に財 ･サービス税が改編されて商業
税が導入された｡この改編により課税対象が国有企業だけでなく民間企業にも広げられた｡
市場経済化への移行に伴う制度改革であるが,まだ税のとれる民間企業が十分に育ってない
ため,商業税においても依然として国有企業の納税額が大きなウェ-トを占めている｡なお,
税収の4割強は国有企業からの税収入と推定されている｡しかしながら,市場経済において
は将来的には主たる納税者は民間企業が国有企業に取って代わるべきである｡そのために,
民間企業が生成,発展しやすい環境を整える必要がある｡
次に農業部門からの収入であるが,現在,供出制度が実質的な課税システムになっている｡
すなわち,政府は市場価格よりもかなり低い価格で買い上げているが,この政府買い上げ価
格と市場価格の開きこそが,隠された (implicit)課税額と見なされている｡農業潅概省は将
来的には供出制度を廃止し,市場経済に適合したより自由な農業生産に変えていこうとして
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いる｡農業は名目国民所得の半分を産み出すミャンマー経済のもっとも中心的な産業である
ことを考慮すれば,市場経済化で生じた富農層を中心に課税していくことも検討すべきであ
ろう｡ただし,規制の多い現状のままで課税すると農業を衰退させる可能性が高いので規制
緩和とセットで進める必要がある｡
第三の改革のポイントは国有企業の納付金である｡納付金は歳入のほぼ3分の1を占めて
おり,重要な財源の一つであるo納付金はネ土合主義時代の遺制というべきもので国に対する
一種の貢献度を示している｡しかし,市場経済へ移行した現在,納入基準のより明確な税に
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変えていく必要がある｡現在の歳入構造は歳入の過半を大きな赤字を計上している国有企業
に依存するなどきわめていびつな構造になっている｡従って,国有企業に対する課税を体系
化するとともに トー タルな税負担を軽減する必要がある｡この点からも国有企業改革の意義
は大きい｡
通貨危機の克服のために,財政赤字の削減と並んできわめて重要な意義をもつものはドル
不足の解消である｡チャットの対 ドル価値が大きく下落しているのは, ドル不足が重要な要
因となっている｡さらに, ドル不足は国有企業の経営にも大きな影響を及ぼしている｡割り
当て外貨が少ないために各企業は設備の更新あるいは新規投資がままならず,これが低生産
性,低稼働率につながっている｡もちろん,国の対外債務返済に困難を釆していることはい
うまでもない｡軍政の発足当初,観光に力を入れたのも手っ取り早 くドルを稼 ぐことを狙い
としていたことは間違いないであろう｡FECの発行も結局は,ドル獲得を目的としていた｡
もちろん,1997年7月の5万 ドル送金規制は, ドルの国外流出を阻止するものであった｡
さしあたり,ドルの流入をはかる方法は外国直接投資 (ForeignDirectlnvestment:FDI)
の受け入れや地道に輸出を増やしていくなどしかない｡援助や対外借り入れも考えられるが,
経済制裁が解除されない限りそうした方法は無理であろう｡もちろん,FDIがどんどん入っ
てきている状況ではない｡ミャンマーに対する主たる投資国は欧米諸国からアセアン諸国に
変わってきているが,これらの国々は自国の通貨危機の影響を受けて対ミャンマー投資も
細っている｡とりわけ援助は,ミャンマーの政治状況が改善されない限り大きく増大するこ
とは期待できない｡ ドル不足は経済制裁の影響がス トレートに出ていると見てよいであろう｡
政治的課題を解決する意義は決して小さくない｡経済の視点からすれば, ドル不足を解消す
るには輸出に力を入れるほかはない｡ミャンマーは,農産物,水産物,鉱産物,林産物など
豊富な天然資源に恵まれ,また,質の高い労働力も豊富に存在する｡豊かな資源と労働力を
使った輸出向け産品の開発は,経済活性化の切 り札となろう｡
注
1 ペプシコ,アップルコンピューター,コダック (以上アメリカ),-イネケン(オランダ),カー
ルスバーグ (デンマーク),シーグラム (カナダ)など欧米企業を中心に自発的にあるいは非自発
的に撤退していった｡
2 SelectedMonthlyEconomiclndicators の各版参照｡
3 StatisticalYearbook1997,p.318および第1表参照｡
4 MyaMaung,TheBurmaRoadtoCapitalism:EconomicGrowthversusDemocracy.
Praeger1998,pp.102-104
5 なお,1997/98年の経常支出および経常収入がともに前年比2倍の伸びになっているが,これは
市場レー トによる価格調整が行われた可能性がある｡
6 ｢日本経済新聞｣1999年8月25日付け｡
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7 MyaMaung,op.°it.,p.75
8 なお,民営化された企業の中には映画館が含まれているが,これは不動産価値が見込まれたた
めであろう｡
9 供出制度をどうするかについては政府内部でも意見が分かれているようで商業省は残存させる
意向を示している｡
